
平成２３年度東北区水産研究所運営会議報告書

会議責任者 東北区水産研究所長

１．開催日時及び場所 日時：平成２４年２月１８日、１６：００～１８：３０

場所：TKPガーデンシティ仙台、カンファレンスルーム B
２．出席者及び所属機関等 別添の出席者名簿を参照のこと

３．結果の概要

議 題 結 果 の 概 要

１．挨拶 所長から、外部委員に対して、多忙のなか、成果報告会ならび

に運営会議に出席いただいたことへのお礼があった。また、成果

報告会を運営会議の第１部として考えていただき、これらから説

明する当所の業務状況や震災対応以外の研究成果等も含めて、ご

助言・ご指導いただきたい旨の挨拶があった。

２．座長選出 運営会議運営要領に従い、外部委員の中から吾妻委員を座長に

選出して、議事を進行していただいた。

３．第３期中期計画、組 業務推進部長から、配付資料をもとに、①今年度から始まった

織体制、震災対応の経過 第３期（５ヵ年）中期計画の概要、②栽培漁業センターと研究所

との統合、研究部の大型化やグループ制の導入等の組織改正、③

（独）水産総合研究センターとしての震災対応の経過について説

明し、質疑を行った。

沼倉委員からは「組織体制が大きく変わった影響」、船渡委員

からは「中期計画と震災対応との整合性」と「震災対応予算の増

加による通常研究予算への影響」、吾妻委員から「組織が縮小し

たとの印象」について質問・意見があった。所長等から、それぞ

れ「多少の混乱はあるが、組織改正のメリットを活かしていくこ

とが大事である。」、「震災対応は年度計画には反映されている。

今後、中期計画における震災対応の位置づけの検討が必要であ

る。」、「今のところ当所の通常研究予算への影響は小さいが、他

の研究所及び将来の研究課題への影響は危惧される。」、「むしろ

当所の職員数は増加しているが、業務量はそれ以上に増加してい

る。」等の説明を行った。

４．震災対応調査研究以 資源海洋部長と資源生産部長から、成果報告会で報告した以外

外の通常の業務報告 の震災対応の研究成果、及び通常の事業・研究活動による成果の

概要について説明した。

５．運営委員からの講評 最後に、外部委員から講評をいただいた。外部委員からの意見

（第１部を含めて） 等は以下の通りである。



船渡委員からは「震災当時の水産庁及び水研センターの迅速か

つ適切な対応に感謝する。」、「これから東北区水産研究所に駐在

する研究開発コーディネーターによる現場と行政、研究の連携に

期待する。昨年夏のカツオ活餌の供給に対してお礼するとともに、

本年も期待している。」とのコメントとともに、「太平洋側におけ

るさけます漁獲量の減少の要因は如何に。」との質問があり、「北

海道区水産研究所で調査を進めており、回帰時の水温上昇や離岸

期の減耗などが考えられている。」と説明した。

沼倉委員からは「沿岸漁業不振の原因と対策は如何に。」との

質問があり、資源生産部長から「生息環境の悪化や乱獲による資

源の減少、輸入増大、魚価の低迷など、原因は多岐にわたる。対

策としては、資源管理や種苗放流等に取り組んでいる。」との説

明があった。さらに「魚介類の放射能測定結果を、移動する魚と

定着する魚といった生態別、漁場別、魚種別に情報提供していた

だきたい。」との要望があり、船渡委員から「宮城県では、県内 55
箇所に調査海域を広げて、放射能の測定体制を強化した。また、

カキ・ワカメ・ノリ等で自主検査を開始した。」と説明していた

だいた。引き続いて、「風評被害を防ぐためにも、放射性物資に

関するわかりやすい解説が求められている。」との要望があった。

暮松委員からは「パネルディスカッションの時間が不足ではな

いか。アンケート調査等の分析をして改善してほしい。」とのコ

メントがあった。また、「ギンザケの遺伝子マーカーはいつ頃実

用化できるのか。」との質問があり、資源生産部長から高成長系

統を遺伝子解析で識別できる可能性が見いだせた段階であり、実

用化は早くても数世代を要することを説明した。

松宮委員からは「成果報告会は初めての開催ということである

ので、進め方を改善しつつ、今後も継続することが重要である。」、

「今後の調査研究における連携強化を要望する。」、「震災の経験

から、データ管理の重要性を再認識することが重要である。」、「沖

合資源の調査体制を回復し、さらに充実させる必要がある。」と

のコメントをいただいた。

最後に、吾妻委員から「放射能調査の成果を速やかに公表すべ

きである。また、３次補正調査事業の成果も同様である。」との

コメントとともに、「各県試験場との連携は如何に。」との質問が

あり、「東北ブロック水産業関係研究開発推進会議やその傘下の

研究部会や研究会の活動等を通じて、連携を図っている。また、

この度の震災関連の取り組みや事業については各県行政部局にも

相談・説明しつつ対応している。」と説明した。

６．所長からのお礼とお 多くのご助言をいただいたことへのお礼とともに、それらを踏

願い まえて所の運営の改善と研究活動の活性化を図りたい旨を説明し

た。また、引き続いてのご指導・ご支援をお願いした。


